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令和 3 年度 社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会事業計画 

〈 基本的考え方 〉 

 

〇新型コロナ感染症の影響によって、昨年度は、2度にわたり緊急事態宣言が発

令されました。ワクチンの接種も始まりましたが、まだまだ先が見通ない状況が

今年度も続くことが見込まれています。 
 

〇その一方で、国は、感染症拡大の局面で現れた国民の意識や行動の変化などの

新たな動きを後戻りさせず社会変革の契機として、「新しい生活様式」の実践に

よる「新たな日常」（ニューノーマル）への対応を求めています。 

 

〇新型コロナは、日々との生活に様々な影響を及ぼしましたが、格差拡大による

貧困の増加、接触機会減少による孤独・孤立の問題等、生活・福祉課題が浮き彫

りにされ、深刻さが増しています。本会としては、これら課題をしっかり受け止

め役割を果たしていくことが必要です。「ウィズコロナ・ポストコロナ」などと

言われる感染症の存在を前提とした社会を見据えた事業運営への転換が必要と

考えます。 

 

〇一方、少子高齢化が進行する中で、人口減少社会を迎え社会保障の持続可能性

の確保が重要課題となっており、その中で住民の主体的なかかわりと一人ひと

りの助けあいを基盤に誰もがそれぞれ役割をもち主体的に地域に参加する「地

域共生社会の実現」が求められています。 

 

〇今後、「新たな日常」への対応を進めつつ、人と人とのつながりを大切にしな

がら本会の理念である地域共生社会の構築に向け、これまでの事業活動を継続

発展させ、「出かける」「つなぐ」「創る」に表した本来の取り組みをさらに進め、

市町村社会福祉協議会、民生委員・児童委員、社会福祉法人・施設はもとより、

幅広い福祉関係者とのネットワークを活かし事業を進めなければなりません。 

 

〇本年度は、本会設立 70 周年を迎えますが大阪府社協の在り方を改めて問い直

すことが必要です。そのことを踏まえながら事業展開するにあたっては、本会の

第 2期地域福祉活動計画（2020年－2024年）と本年度が最終年度となる中期的

財政基盤確立計画（2019年～2021年）のもとに次の５点を重点課題として関連

の取り組みを進めます。 

 

〈 重点事業 〉 

１．府域での公益的な活動の推進と市町村域での福祉施設と社協、民生委

員・児童委員をはじめとした地域関係者との連携の推進支援 

・地域住民の複合、複雑化した支援ニーズに対応する「包括的支援体制」の
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構築が求められている中、地域の生活課題に関わる社会福祉事業を着実

に推進しながら、積極的に社会福祉法人の役割を発信します。 

特に社会福祉法人（施設）が地域住民から期待され地域福祉の拠点

となるよう「大阪しあわせネットワーク」と「地域貢献委員会（施設

連絡会）」の連携を進めるとともに、市町村社協や民生委員・児童委員

とのさらなる連携を図り、総合生活相談から緊急支援、中間的就労や

孤立を防ぐための居場所づくり、子育て支援、フードバンク事業やコ

ンビニ店の商品寄贈協定等民間からの協力を得た支援など、大阪の特

色を活かした取組みを一層充実、発展させセーフティネットの構築を

進めます。 

 

２．福祉現場における人材確保と福祉の魅力発信 

・介護福祉士、保育士等への修学資金、就職準備金等制度の活用を促

進するとともに業務システムの適正かつより効果的な運用を進めます。 

また、求人・求職に有効な広報活動等適切な情報提供を進めマッチ

ングの向上に努めます。 

・現場職員の処遇改善を進めるため、加算対象となる研修の実施 

や、キャリアパス整備のための研修の充実を図るなど、種別部会と連

携・協働しながら離職防止と階層ごとの専門性の高い人材養成を進め

ていきます。 

また、社会的孤立や虐待、ダイバーシティなど今日的な課題をテー 

マとした研修を実施します。 

・大阪府教育庁と連携し、若年層に向けた保育・介護の仕事・福祉の

魅力発信に取り組むとともに、幅広い世代、関係者に向けた広報力を

向上させます。 

・なお、事業実施にあたっては、コロナ感染状況を踏まえた対応をと

るとともにより効果的なものとするため、事業のあり方や実施方法等

の見直しを進めます。 

 

３. 生活福祉資金特例貸付の償還管理体制の確保と安定運用 

・生活福祉資金特例貸付期間の終了に伴う債権管理については、従来

の活動に支障が生じないよう、債権管理に関する業務の外部委託や事

務体制の強化など償還免除をはじめとする債権管理の適正かつ安定的

運用に努めます。 

あわせて、貸付終了後なおも支援が必要な場合には支援の途切れがな

いよう他制度との連携を推進します。 
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４．第 2 期地域福祉活動計画の推進に向けた中期的財政基盤確立計画の確

実な実施 

・「中期的財政基盤確立計画」に基づき、事務事業や組織人員体制につ

いて引き続き見直しを進め、府域における地域福祉推進団体としての

機能強化を図り、第 2 期地域福祉活動計画の推進力・実行力を高めま

す。 

 

５．災害時（感染症対策含む）における支援体制の強化 

・社会福祉施設における新型コロナウイルス感染症の発生、拡大を低

減するため大阪府と締結した「社会福祉施設等の応援職員派遣に関す

る協定」に基づき、施設の運営に必要な職員の確保が困難な場合に備

えた施設間相互による職員支援体制の強化を図るとともに感染症を含

む災害時に施設において必要とされるサービスが継続できるよう府内

社会福祉施設における BCP（事業継続計画）や受援計画の策定を推進

します。 

・一昨年の大阪北部地震、台風 21 号被害での支援活動を踏まえ、市町

村社協連合会と府社協で締結している協定に基づく災害ボランティア

センター運営支援者の養成やフォローアップ研修の充実を図ります。  

また、災害時に備え情報インフラの整備や広域ネットワークによる

連携を強化するとともに、災害発生時の対応力をあらかじめ強化する

常設の災害ボランティアセンターの設置を引き続き目指します。 
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